（第２号様式）
保育所設置認可の事前協議に関する意見書
市町村長名                    　
１　設置主体　　
２　経営主体　　
３　名　　称　　
４　設置場所　　
５　既に認可によらないで事業を開始している場合はその開始年月日
　　（元号）　　年　　月　　日
６　保育所の設置を必要とする地域の実状及び理由等
(1) 地域の実情
	区分
	人口
	就学前

児童数
	保育所数
	定員
	現員
	保育所

整備率
	入所率

	
	(人)
	A　　(人)
	(か所)
	B　　(人)
	C　　(人)
	B/A　(％)
	C/A　(％)

	市町村

の実状

(　年　月)
	
	
	
	
	
	
	

	地　域

の実状

(　年　月)
	
	
	
	
	
	
	


	区分
	待機

児童数
	保留
児童数
	認可外保育施設

入所児童数
	合計

	
	(人)
	　　(人)
	(人)
	(人)

	市町村の実状

(　年　月)
	
	
	
	

	地　域の実状

(　年　月)
	
	
	
	


(2) 保育所の設置を必要とする具体的理由

７　予定認可定員及び定員設定の妥当性

(1) 予定認可定員

	区　分
	児童数
	左　の　年　齢　別　内　訳

	予定する
定員規模
	名
	０歳児
	１～２歳児
	３歳以上児

	
	
	名
	名
	名


(2) 定員設定の妥当性

（土地や建物の貸与を受けて保育所を設置する場合）

「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について（平成16年５月24日雇児発第0524002号。（平成26年12月12日一部改正）以下「雇児発第0524002号通知」という。）」への適合に関する確認状況
８　土地や建物の貸与を受けて保育所を設置する地域等に該当するかの有無
(1)　都市部等土地の取得が極めて困難な地域であるか、都市部以外の地域であって緊急に保育所の整備が求められている地域に該当するか。

　(2) 貸与を受けている土地又は建物について地上権又は賃借権を設定し、登記しているか。または、建物の賃貸借期間が賃貸借契約において10年以上とされている場合のように安定的な事業の継続性が確保できると判断できるか。

９　適正な額以下の賃借料であるか等の有無
(1) 地域の水準に照らして適正な額以下であるか。

	
	借用面積(㎡)
	月額賃借料(円)
	㎡あたり賃借料

	当保育所
	
	
	


	物件名
	借用面積(㎡)
	月額賃借料(円)
	㎡あたり賃借料

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	平均賃借料
	


　(2) 安定的に賃借料を支払い得る財源の確保（「雇児発第0524002号通知」第１　第２項第３号又は第３項第４～６号の適合状況）
（社会福祉法人及び学校法人以外の者の場合）
10　経営者の経済的基礎に関する確認状況（「保育所の設置認可等について」（平成12年３月30日児発第295号厚生省児童家庭局長通知（平成26年12月12日一部改正）第１　第３項第３号①の適合状況）
11　経営者の社会的信望に関する確認状況
（保育所を設置しようとする者が、別に設置する保育所の運営費を保育所整備費用や借入金償還財源に充当する場合）

12　「子ども・子育て支援法附則第６条の規定による私立保育所に対する委託費の経理等について（平成27年９月３日府子本第254号、雇児発0903第６号　内閣府子ども・子育て本部統括官、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」への適合に関する確認状況
13　その他
（添付書類）
１　市町村の保育所入所待機児童数の状況等
２　市町村の人口の状況等
３　市町村の就学前児童数の状況等
４　市町村の就業構造等の状況等
５　市町村の多様な保育サービスの状況等
６　その他保育に影響を与える事項の状況等
７　市町村の保育所等分布図

